
  (４) 消費税等の会計処理

２.　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

３.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

1.　会計方針

  (３) 引当金の計上基準

  (２) 有価証券の評価基準及び評価方法

当期末残高

　　基本財産

科      目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

487,561,737

 　 　　投資有価証券 388,147,400 60,552,600 0

 　　　 普通預金 99,414,337 0 60,552,600 38,861,737

8,441,200

　　特定資産

448,700,000

小      計 487,561,737 60,552,600 60,552,600

 　　　 海外支援積立資産 24,948,648 0 3,413,918 21,534,730

  　　　退職給付引当資産 6,989,166 1,452,034 0

29,975,9303,413,918小      計 31,937,814 1,452,034

小      計

合      計 519,499,551 62,004,634 63,966,518

(21,534,730)

8,441,200

29,975,930

　　　  海外支援積立資産 (               0)

(8,441,200)(              0)

21,534,730

 　　　 退職給付引当資産

科      目 当期末残高

  　　　普通預金 38,861,737

  　　　投資有価証券 448,700,000

　　特定資産

517,537,667

(8,441,200)

合      計 517,537,667 (509,096,467) (8,441,200) (8,441,200)

小      計 (21,534,730)

　　基本財産

(487,561,737)487,561,737

(              0)

(              0)(              0)

対応する額)

(              0)

(448,700,000) (              0)

(38,861,737)

からの充当額)

財務諸表に対する注記

(              0)

(8,441,200)

(うち指定正味財産 (うち一般正味財産 (うち負債に

からの充当額)

(              0)

(8,441,200)

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

  (1) 固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産及び無形固定資産

　　　税法における耐用年数と定額法により実施している。

　　　時価のあるもの・・・決算日の市場価額等に基づく時価法によっている。

 　　 退職給付引当金・・・職員の退職給付支給に備えるため、期末自己都合要支給額に相当する額を計上している。



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

満期保有目的債券ではありませんが、その他の有価証券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価益は、次のとおりである。

基本財産 その他 合計

1.80% 9.25年 98,700,000 17,306,300 116,006,300

1.41% 利率変動 18.50年 100,000,000 11,120,000 111,120,000

1.78% 9年 150,000,000 105,000 150,105,000

1.67% 利率変動 17.75年 100,000,000 △ 3,540,000 96,460,000

448,700,000 24,991,300 473,691,300

（単位：円）

評価益明細

基本財産

98,700,000 117,972,500 116.0063 116.0063 116,006,300 △ 1,966,200 △ 1,966,200

100,000,000 116,250,000 111.12 111.12 111,120,000 △ 5,130,000 △ 5,130,000

150,000,000 150,000,000 100.07 100.07 150,105,000 105,000 105,000

100,000,000 96,300,000 96.46 96.46 96,460,000 160,000 160,000

448,700,000 480,522,500 473,691,300 △ 6,831,200 △ 6,831,200

＊①・・・4月1日にコールがかかり、150,000,000円償還。

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。 （単位：円）

前期末 当期 当期 当期末 貸借対照表上の

残高 増加額 減少額 残高 記載区分

自治体化国際協会
連絡協議会

0 100,000 100,000 0 -

近畿地域国際化協会
連絡協議会

0 160,300 160,300 0 -

和歌山労働局 0 570,000 570,000 0 -

0 830,300 830,300 0

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。 （単位：円）

自治体化国際協会連絡協議会助成金

2030/6/20 〔6・12月〕

シルフリミテッドシリーズ　（リパッケージ債）

償還期限又は満期日〔利払日〕年利

GSFCI PRDC債（USD）

GSGIｺｰﾗﾌﾞﾙ債（10年）＊① 2030/4/17 〔4・10月〕

第119回利付国庫債券(20年）

GSGIｺｰﾗﾌﾞﾙ債（10年）＊①

811,722

残存期間

（2021.3.31現在）(単位：円）

447,722

金額

5.満期保有目的債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

2,689,018

1,877,926

銘柄

合      計

４.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

什器備品 2,325,018

科      目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2039/9/26〔3・9月〕

合計

GSFCI PRDC債（USD） 2038/12/13 〔6・12月〕

1,877,926

第119回利付国庫債券(20年）

シルフリミテッドシリーズ（リパッケージ債）

合      計

期末時価評価前
帳簿価額

(A)
評価

近畿地域国際化協会連絡協議会助成金

　　　　　　　目的使用（移住者支援事業等）による振替額

内容

銘柄 取得価額

補助金等の名称 交付者

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期増減額及び残高

合計

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　経常収益への振替額
3,413,918

両立支援等助成金

金額

合計

電話加入権 364,000 0 364,000

期末評価額
(B)

評価益
( =B-A )

時価


